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67高等商業学校の学科課程改正　1920 〜 45年 













1920 年代の高商の学科課程（第 2 節），② 4 年制学科課程案（第 3 節），③高等商業学校標準
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1920 年代において 1 年制の予科は神戸高商のみにおかれていたためである。




なっていた。在学中の授業時間数は，神戸高商が 124 〜 132 時間（平均 128 時間）であったの
に対して，長崎高商が 105 時間であった。神戸高商の本科の学科目に含まれる「英語」・「体操」









戸高商と長崎高商との授業時間数の差はあるものの（経済学系：神戸 18・長崎 10 時間，法学系：


























第一部 第二部 中学 商業 備考 第一部 第二部 中学 商業 備考
予科学科目
修身 1 1 3 3
法学
破産法 1 1
作文・書法 2 2 2 2 国際法 2 2 1 1 国際公法
商業算術・珠算 4 0 5 1.5 商法 4 4 3 3
簿記 5 0 5.5 2.5 民法 5 5 4 4
商業通論 2 0 2.5 1 親族法及相続法 選択 選択
経済通論 2 2 米英法 選択 選択
法 通論 2 0 2 2 憲法及行政法 選択 選択
国語 0 3 0 1.5 憲法 選択 選択
代数 0 3 商事関係法 選択 選択
幾何 0 2 国際私法 選択 選択
物理及化学 0 5 0 2.5
商学
取引所 1 1 選択 選択
外国語 7 7 外国為替 1 1 1 1
工学 1.5 1.5 倉庫及市場 1 1 1 1 税関及倉庫
世界近世史 0 1.5 英文簿記 1 1 1 1
数学 0 2.5 保険 1 1 2 2
英語（予科） 10 10 海上保険 1 1 2 2
体操（予科） 3 3 経営学 2 2 選択 選択 商工経営
語学・体操（本科）
英語（本科） 14 14 21.5 21.5 原価計算 2 2 選択 選択
体操（本科） 6 6 9 9 会計学 2 2 2 2
第二外国語（本科） 選択 選択 銀行及金融 2 2 3 3 貨幣及銀行
英文解釈（本科） 選択 選択 交通 2 2 3 3 海運・鉄道
英作文（本科） 選択 選択 商業文 2 2
経済学
統計学 1 1 選択 選択 商業数学 2 2
貨幣論 1 1 商業道徳 3 3
商業政策 2 2 1.5 1.5 商品学 4 4 2.5 2.5 商品学及商品実践
財政学 2 2 1 1 貿易実務 5 5
工業政策 2 2 2 2 共同海損 選択 選択
経済史 3 3 1.5 1.5 生命保険 選択 選択
経済原論 3 3 2.5 2.5 広告 選択 選択
経済地理 4 4 1.5 1.5 商業地理 海事 選択 選択
商工心理 選択 選択 会計監査 選択 選択
殖民政策 選択 選択 共同海損 選択 選択 1 1
社会問題 選択 選択 外国経済事情 選択 選択
経済学史 選択 選択 商業実践 1.5 1.5




国際経済 選択 選択 研究指導 2 2
経済学史 選択 選択 選択 選択 選択科目 7〜15 7〜15 6 6
社会政策 選択 選択 機械概論 選択 選択
交通政策 選択 選択 研究指導 選択 選択




















学科目名 長崎 山口 小樽 名古屋 福島 大分 彦根 和歌山 横浜 高松 高岡
修身 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
書法・国語漢文・商業文 2 3 1 2.5 2.5 1 2.5 4 2 2.5 2.5
数学 4 3 4.5 3.5 5.5 5 2 2.5 5.5 4.5 5
英語 21.5  22 25 23.5 23.5 23 21 22.5 23 24 21.5
第二外国語 7 9 9 6.5 8 8 8 9 7 8 9
体操 9 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
工学 1.5 1 2 2 1 1.5 2
自然科学・物理化学・博物理化学 3.5
珠算 1 0.5 1 1
哲学概論 1
世界近世史・歴史・文化史 3
合計 49 46 49.5 47 54 46 48 49.5 49.5 48 47
総授業時間 105 102 102 103 102 102 101 105.5 102 100 96
合計／総授業時間（％） 46.7 45.1  48.5  45.6  52.9  45.1  47.5  46.9  48.5  48.0  49.0 
英語／総授業時間（％） 20.5  21.6  24.5  22.8  23.0  22.5  20.8  21.3  22.5  24.0  22.4 
（2）商業学校卒業者 （時間）
学科目名 長崎 山口 小樽 名古屋 福島 大分 彦根 和歌山 横浜 高松 高岡
修身 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
書法・国語漢文・商業文 3.5 4.5 2 3 3 3 3 4 3 5 3.5
数学 4 4 4 2.5 5.5 4 3 4 5.5 4.5 4.5
英語 21.5  22 27 25.5 23 23 21 22.5 23 24 21.5
第二外国語 7 9 9 6.5 8 8 8 9 7 8 9
体操 9 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6
工学 1.5 1 2 2 1 1.5 2
自然科学・物理化学・博物理化学 2.5 3.5 2 3 3
珠算 2 4.5 2.5 2
哲学概論 1
世界近世史・歴史・文化史 1.5 2 2 3 2 2 2 5.5
合計 53.5 52 54 52.5 55 51.5 52 55 53.5 52.5 53
総授業時間数 105 102 102 103 102 102 101 105.5 102 100 96
合計／総授業時間（％） 51.0  51.0  52.9  51.0  53.9  50.5  51.5  52.1  52.5  52.5  55.2 




神戸高商の「昇格」が決議された 1921 年 10 月の「高等教育機関拡張整備計画」案において，
神戸を除く官立高商は修業年限の 4 年化を求めていたが，認められなかった。1925 年の校長
会議における官立高商の修業年限延長の答申を契機として，それを高商は文部省へ要求し続け
る。4 年制案は，高商が修業年限の 4 年化を実現するために高商が提示したものであるため，
高商が要求する学科課程が判明する本案の分析は重要である。
表 3 から判明される 4 年制学科課程案の特徴は以下の通りである。第 1 に 4 年間の総授業時
間数（117 時間）は神戸高商（124 〜 132 時間）よりも少ないことである。第 2 に予科目・語学・
表 3　高等商業学校の４年制学科課程案（年度当たり毎週授業時間数）
（1）必修学科目 （時間数・校数） （2）選択学科目 （時間数・校数）







必修 選択 必修 選択 必修 選択
予科学科目
修身 4 4 10 選択外国語 4 ︲ ︲ 破産法及和読法 2 2
数学 2 10 論理学 1 4 租税法 2 1
国漢 1 2 9 心理学 1 3 産業法規 2 ○
商業作文 0.5 9 1 高等数学 1 1 2 工業政策 2 4
自然科学 3 10 商業経済（英語購読） 2 1 1 農業政策 2 5
世界近世史 1 4 2 社会学 1 1 6 植民政策 2 8
文化史 1 1 1 1 教育学 1 5 社会政策 2 2 5
哲学概論 1 1 1 1 近世外交史 1 ○ 産業組合 2 ○
珠算 0.5 7 経済史 1 1 1 都市計画 2 ○
工学 1 1 8 1 経済学史 1 6 経営統計 2 ○
語学・体育体育及教連 8 8 10 世界経済 2 ○ 銀行簿記 2 4 0
英語 20 20 10 景気論 2 2 英文簿記 2 1 0
選択外語 6 6 8 2 投資論 2 ○ 会計監査 2 4
法学法学通論及憲法 2 2 10 信託論 2 3 工場管理 2 ○
民法 3 3 7 銀行経営論 2 5 1 商店管理 2 ○
商法 5 5 7 海運論 2 2 広告及店頭装飾 2 ○
経済学経済原論 3 3 10 鉄道論 2 3 経済心理学 2 7
貨幣論 1 1 2 2 取引所論 2 3 3 海外経済事情 2 ︲ ︲
財政学 2 2 9 倉庫論 2 1 3 商品実験 2 2 1
統計学 1 1 6 2 生命保険論 2 2 貿易実務 2 3
商学
商業地理 2 2 9 火災保険論 2 2 商業実践 2 4 1
商業政策 1 1 6 海上保険論 2 1 タイプライティング 2 1
商業史 2 2 7 社会保障論 2 1 速記術 2 ○
商業概論 1 10 国際公法 2 6 書法 2 4
商業数学 2 1 7 国際私法 2 7 珠算 2 ︲ ︲
海外経済事情 1 1 5 5 行政法 2 1 3 原価会計 2 5 1
経営経済学 2 2 5
市場論 1 1 3
金融論 1 1 3 1
外国為替論 1 1 6
交通論 1 1 8 1
簿記 4 10
保険総論 1 1 5 1
会計学 1 1 10
商品及商品理化 2 2 9
研究指導 2 2 ︲ ︲
選択科目 32 32 ︲ ︲







2 で見た高商平均（中学 47.6％，商業 51.8％）よりもそれぞれ約 10％減少している。このうち




さらに詳しくこの特徴を検討するため，1930 年に官立高商 10 校に設置されていた学科目
（1930 年高商科目と略す）と 4 年制学科課程案（4 年制案と略す）とを表 3 を通して比較検討
してみたい
4）
。1930 年高商科目の必修 295 科目うち 250 科目（84.7％）が 4 年制案で必修学科
















高商で 3 〜 4 時間教授されていた「商法」が 4 年制案で 5 時間に増えているため，これら学科
目がこの「商法」もしくは新設の選択学科目の「産業法規」のなかで教授される予定であった
可能性がある。








5）   　彦根高商のみで必修学科目であった「哲学概論」と「文化史」が 4 年制案で必修とされた経緯については
不明である。

















































4 年制案は必修学科目 85 時間（研究指導を含む）・選択学科目 32 時間の総授業時間 117 時
間（1 学年当たり 29.3 時間）であったのに対して，標準要項は必修学科目 88 時間・分科学科
目 5 時間の総授業時間 93 時間（1 学年当たり 31 時間）であった。必修学科目は 4 年制案 85
時間，標準要項 88 時間の 3 時間の差となる。このうち，表 4 において普通学科目と表記され




科目名 時間 科目名 時間 科目名 時間
普通学科目
修身 1 修身 1 修身 1
体操 1 体操 1 体操 1




第一外国語 6 第一外国語 5 第一外国語 5
第二外国語 3 第二外国語 2 第二外国語 2
専門学科目
法律学 法学通論・憲法 2 民法 3 商法 3
経済学
経済原論 3 経済政策 3 経済政策 2
経済史 2 財政学 2 統計学 1
経済地理 2 金融論 2 日本産業論 1
東亜経済論 2
商業学
商業概論 2 経営経済学 2 保険論 2
商業数学 2 交通論 2 会計学 2
簿記 （中）3（商）1 簿記 2
珠算・商業文 （中）1　　　 商品学 2
工業概論 1
演習 演習 演習 1 演習 2
合計 31 31 31
出所）財団法人実業教育振興中央会『高等商業学校標準教授要綱』，1941 年。













変化となる。商業学校卒業者の「哲学又は物理化学」を 3 時間削減して 4 年制案で 0 時間とさ
れた「簿記」に充当している。












学科目名 中学 商業 学科目名 中学 商業
体操・教練 1 1 修身 1 1
国史 1 1 国漢 1 0
第二外国語 1 1 哲学又は物理化学 1 3
商業概論 1 2 第一外国語（英語） 4 4
簿記 1 3 商業数学・数学 0 1
研究指導 1 1 商法 2 2
商業政策 4 4 世界近世史 0 1
交通論 1 1 文化史 1 1
日本産業論 1 1 市場論 1 1
東亜経済論 2 2 海外経済事情 1 1
保険総論 1 1 外国為替論 1 1
会計学 1 1


















からなる 8 時間の「皇民科」の設置，②「法律科」・「経済科」・「経営科」の 3 つを主とし標準
要項に見られる「商業学」を廃止したこと，③「経営科」の大部分を 4 時間の分科制としたこ
とが挙げられる。とりわけ，「法律科」10 時間必修，「経済科」24 時間必修に対して，「経営科」




















課程の特徴は，第 1 に総授業時間の 14 時間の増加である。すなわち，標準要項の総授業時間
数 93 時間に対して経専学科課程は 107 時間であり，この水準は平時における高商の平均 102
時間を 5 時間上回った。第 2 に分科制が廃止されたため，生徒の学科目の選択の余地が完全に
なくなった。第 3 に標準要項では高商独自の授業科目を設定することは不可能であったが，表




目が中学 36 時間・商業 39 時間から 44 時間（41.1％）
10）
，経済学科目が 20 時間から 17 時間
（15.9％）
11）









学科目名 第一学年 第二学年 第三学年 合　　計
道義 2 1 1 4
国語 2 2 4
理数 4 4
教練 5.6 3.2 3.2 12




経済学 2 2 4






簿記及会計 3 2 2 7
原価計算 2 2
工業概論 2 2 4
実務実習 2 2 1 5
法律 3 3 2 8
法律第 2 部
外国語 6 6 6 18
演習 2 2 4
増課 2 2 4
合　　計 36.6 35.2 35.2 107
出 所）近代日本教育制度史編纂会編『近代日本教育制度史料』第 5 巻，
286 〜 287 頁。
注 ）毎週 1 時間の授業に対して 1 学年中に 35 回実施。例えば，週 2 時
























学科目名 商業 中学 学科目名 商業 中学
道義 1 1 第二外国語（×） 7 7
演習 1 1 金融論（×） 2 2
経済学 1 1 交通論（×） 2 2
東亜経済 1 1 商品学（×） 2 2
商業経済 1 1 保険論（×） 2 2
国語 2 4 国史（×） 1 1
外国語 2 2 哲学又は物理化学（×） 1
理数 2 2 経済統制 1 1
簿記及会計 2 財政 1 1
原価計算（○） 2 2 日本産業論（×） 1 1















表 9 によって工業経営専門学校の学科課程の特徴を見れば，経専の総授業時間 107 時間に対








1 聖訓の奉体，2 専門学校生活，3 国体の本義，4 皇国の士道，5 皇国の道と世界文化，6 学問の本義，
7 道義の権威，8 皇国の職業道
国語 1 購読，2 作文
理数
［第一類］1 経済事象の表示，2 技術と数理，3 統計の数理，4 経済の数理。［第 2 類］1 測定と精
密度，2 器機の感度，3 機械の効率，4 資源の抽出，5 資源の性状
商業経済
1 皇国経済，2 皇国経済の流通機構，3 配給，4 交易，5 交通，6 保管，7 金融，8 金融統制，9 保
険
経済史
1 経済史研究の目標，2 英国経済の発展と其の世界制覇，3 独逸経済の発展と欧州広域国の発達，
4 米国経済の発展と其の世界制覇政策，5 皇国産業経済の発展と大東亜共栄圏の建議，6 世界経
済史の転機と世界新秩序の建立
経済地理
1 経済地理学の意義，2 日本経済地理，3 大東亜及アジヤ経済地理，4 欧阿米経済地理，5 国家と
勢力圏及共栄圏
経済学
1 総論（経済秩序，国家秩序と経済秩序），2 経済の基本過程（消費，生産，流通，分配），3 経
済の発展過程（経済発展の基礎条件，日本経済の発展条件），4 経済計画（経済変動，統制経済）
経済統制
1 総論，2 経済統制における基本問題，3 生産統制，4 配給統制，5 消費統制，6 労務統制，7 金融統制，
8 運輸統制，9 貿易統制，10 価格統制，11 経済統制機構
東亜経済
1 大東亜経済強権の構造，2 日本産業経済の指導性，3 大東亜共栄圏諸国家地域の産業経済，4
大東亜共栄圏と世界経済
財政 1 財政総論，2 財政制度，3 日本財政
統計 1 総論，2 統計方法，3 統計各論
経営総論
1 総説，2 企業，3 経営要素，4 経営財務，5 経営費用及収益，6 経営計画，7 統制経済下におけ
る経営経済
工場経営 1 総論，2 工場，3 工場組織，4 勤労管理，5 資材管理，6 作業管理
簿記及会計
［簿記］1 簿記原理，2 勘定組織，3 帳簿組織，4 簿記体系と帳簿組織の編成，5 工業簿記と原価計算，
6 財務簿記と経営簿記，7 工業会計の帳簿組織，8 勘定図解，9 工業会計の帳簿組織，10 工場会
計決算。［会計］1 総説，2 財務諸表，3 標準原価と予算統制，4 経営比較，5 資産評価，6 企業
評価，7 貨幣価値変動と評価問題，8 減価償却，9 積立金，10 監査総説，11 財務監査，12 原価
監査，13 能率監査
原価計算 1 原価計算総論，2 総合原価計算，3 個別原価計算
工業概論
1 総論，2 動力・動力機械，3 工作機械・計器等の性能及用途，4 其の他の作業機械，5 主要工業
及其資材，6 工場設備，7 工業技術
法律
1 団体，2 日本法制の発展，3 明治維新と憲法制定及憲法の特質，4 天皇，5 皇族，6 臣民，7 統治組織，
8 統治作用，9 国法の体制，10 大東亜戦争下に於ける法体制と其特質，11 対外関係の法
法律第 2 部
［総論］1 私法序説，2 私権。［財産］1 財産法序説，2 物権，3 債権，4 無体財産権，5 財産取引，
6 債務担保，7 各種の契約，8 団体関係，9 有価証券，10 財産に対する統制。［企業］1 企業法序説，
2 企業の主体，3 企業の設備，4 企業の形態，5 企業の活動，6 各種の企業，7 企業の統制。［身分］
1 家及家族制度の法律的特質，2 身分関係及身分行為の特質，3 親族関係，4 家族関係，5 親子関

















予科目・語学・体操科目の割合の推移を纏めれば，1920 年代：中学 47.6％・商業 51.8％，4
表 9　工業経営専門学校の学科課程
（時間）
学科目名 第一学年 第二学年 第三学年 合　　計
道義 1 1 1 3
国語 2 2 4
教練 3.2 3.2 3.2 9.6
體錬 2 2 2 6
経済 2 5 2 9
工業経営 2 2
勤労管理 2 2 4
資材管理 2 2
作業管理 2 2 4
簿記及会計 3 2 5
原価計算 3 3
監査 2 2
工業資材 2 2 2 6
工業技術 4 6 6 16
設計製図 2 2 4
教学 3 3
物理及化学 6 6
法律 2 2 4
外国語 3 2 2 7
実験実習 7 7 7 21

















The purpose of this study is to explore the curriculum of the national higher commercial 
school (NHCS), 1920-45. It can be said that schools played an important role in the Japan’s 
economic growth. However, the previous studies have shown little interest in the education 
process, because they have mainly focused on the school effectiveness. Therefore, this 
study focuses no the curriculum which is part of the education process. Specifically, we see 
the importance of the four-year curriculum plan that was submitted by NHCS in 1932, 
after comparing four curriculums including it.
